
カーボンプライシング、とりわけ炭素税を巡る
国での議論の状況等について
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資料２



滋賀県カーボンプライシング(炭素への価格付け)の全体像

2カーボンプライシングの活用に関する小委員会(第12回令和3年2月1日開催、環境省所管)資料(別紙1)より



滋賀県炭素税の課税段階として考えられるパターンについて

3カーボンプライシングの活用に関する小委員会(第13回令和3年3月2日開催、環境省所管)資料２より



滋賀県我が国のエネルギー課税の課税段階

4カーボンプライシングの活用に関する小委員会(第13回令和3年3月2日開催、環境省所管)資料２より



滋賀県炭素税の課税段階として考えられるパターンについて

5カーボンプライシングの活用に関する小委員会(第13回令和3年3月2日開催、環境省所管)資料２より



滋賀県石油石炭税、温対税の免税・還付措置の考え方
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滋賀県炭素税の課税イメージ（一例）

7カーボンプライシングの活用に関する小委員会(第6回平成31年2月18日開催、環境省所管)資料２より

※上記は、議論の題材として示されたあくまでイメージである。



滋賀県本県におけるエネルギー課税（軽油引取税）の現状

８

軽油引取税
令和元年度決算額

129億6,422千万円
県税決算総額の7.5％

軽油引取税の免税手続のフロー図
(免軽使用者が免税取扱特徴者以外の販売業者から免税軽油を引取る場合)

免軽使用者

販売業者
（ＧＳ等）

特徴義務者
(元売・特約業者)

県税事務所長

① 免税軽油使用者証の交付申請

② 免税軽油使用者証の交付

③ 免税証の交付申請

④ 免税証の交付

⑦ ⑤の免税証を提出

⑧ 免税軽油の引取り

⑤ 免税証の
提出

⑥ 免税軽油の
引取り

⑨ 納入申告書に
免税証を添付

⑩ 免税の
承認

⑪ 免税軽油の引取り等の報告

使用者数 数量(kl)

船舶 351 2,671

自衛隊 1 2

鉄道事業 1 560

農業等 8,833 5,850

林業等 9 61

セメント製品製造業 20 267
電気供給業 2 24

鉱物の採掘事業 38 4,709

とび・土工工事業 6 459

倉庫業 11 138

廃棄物処理事業 7 277
木材加工業 10 244

木材市場業 2 37

バーク堆肥製造業 3 291

索道事業 6 45

合計 9,300 15,635

免税軽油（政策免税）の適用実績（令和元年度実績）

税率１klあたり32,100円
→約５億円相当の免税を実施している。



滋賀県炭素税の導入に係る地方からの声

９

脱炭素社会の実現に向けた指定都市市長会提言（令和３年５月17日）

（抜粋）
５ 炭素税等の導入及び地方税財源化の検討
炭素税等のカーボンプライシングについて、市民や中小企業に過度な負担を強いることなく、
企業の競争力強化や投資促進につながるよう、専門的・技術的な議論を経たうえでの導入を検討すること。
あわせて、炭素税等の導入に際しては、地方自治体が地域の状況に応じた温室効果ガス排出削減事業を
展開できるよう、その一部を指定都市をはじめとする地方の税財源とする検討を併せて行うこと。



滋賀県議事(1)①で御議論いただきたいこと
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ポイント１
国で炭素税の導入へ向けた検討が進められる状況下にあって、
地方の税財源確保を求める際の考え方について。
①その一部を地方の自主財源とすることを求めるとすれば、
どのような理屈が考えられるか。（地方税化、譲与税、交付税原資…）
②国と地方の配分基準の考え方はどうあるべきか。
③県と市町との配分基準の考え方はどうあるべきか。

ポイント２
炭素税等の導入検討と併せて、エネルギー課税の見直しが想定されるが、
その際、地方から発信すべき事柄にはどのようなことが考えられるか。
（例えば、軽油引取税の税収確保、免税軽油制度のあり方、等）

ポイント３
その他、ＣＯ２ネットゼロへ向けた財源の確保策として、
炭素税に限らず、地方で取り組めることは考えられるか。



滋賀県(参考)地方譲与税の概要

11（総務省ホームページより転載）


